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新商法会計規定の研究序説
一大企業の会計的術策と商法改正一
山　口
?
1　問題の所在
　1981’年6月3日の商法改正の直接の発端は，1974年の商法改正にさいし衆・
参各法務委員会でなされた附帯決議にあるとされている。
　しかし，われわれが問題とする計算・公開や会計監査に関する規定について
いえば，1962年（昭和37年）および1974年（昭和49年）の改正にさかのぼり，
今次改正の意義を明らかにせざるをえないであろう｛1｝。
　1962年の改正が，日本の企業・経済を開放経済体制に向けて，一層強化する
ために，資本蓄積を促進するという方向でなされたのに対し，1974年の改正は．
40年不況のさい，サソウェーブ（1964年12月12日）　山陽特殊製鋼（1965年3
月6日，粉飾額131億9千万円）の倒産によって表面化した粉飾決算問題をひと
つの契機とした監査制度の改正を中心とするものであったからである。
　ところで，この74年の商法改正の過程で，公害問題が頻発し，「列島改造計
画」による土地を中心とした投機ブームも起り，さらに73年における第一次
石油危機のさいには，いわゆる狂乱物価時における大企業の買いだめ，売り惜
しみ，価格つり上げなどの術策が横行した。また，60年代と70年代のはじめ
には合併・提携や，分離，子会社の設立或は株式の時価発行やその別形式であ
る時価転換社債の発行およびこれからえた巨大で安い資本調達コストの資金で
株式を買い漁るなどの金融的術策によって巨大企業は多くの利潤をえ，大企業
の資本の集積・集中は大いに進んだ。同時に，この資本蓄積のみにくいプロセ
スをおおいかくすための会計的な術策も横行した②。　ロッキード・グラマン事
件によってはしなくも暴露された経理不正，合法・非合法な会計操作や子会社
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や取引を利用する利益操作などがこれである〔3）。
　しかしこのような行為は，大企業の経営活動に対するはげしい社会的批判を
まきおこすこととなった。こうした中で，74年の改正において「積み残した
課題」の主要なものとして，企業の社会責任を第一にあげざるを得なかったの
である。
　ところが74年以後，日本経済はいわゆる構造不況に陥り，75年度の経済は，
恐慌状態にまで悪化している。日本の企業は，ヒト，モノ，カネというあらゆ
る面におたってのいわゆる減量経営を強力におしすすめてきている。こうした
中で，財界の代表は今回の商法改正の過程で，附帯決議の方向を骨抜きにし，
大企業本位の方向に変更させる努力をいっかんして強力に進め，弱腰の学者，
官僚をなめつくしている。62年から今回にいたるまで，商法の改正はやや極端
に言えぽ，財界＝金融資本の求める経営権の強化および資本蓄積促進の方向と，
労働者・大衆の求める企業の社会責任の強化の方向の中にあって，本質的には
財界＝金融資本の希求する方向にそってなされているといってよい。
〈1）1962年商法改正によるわが国会計制度再編成の本質については，筆者の次の稿を参考されたい。
　　「戦後日本の会計制度批判一とくに企業会計原則と改正商法の計算規定に関連して一」（r経
　済』新日本出版社）1964年9月号，rr商法計算諸規定改正』は誰れのためのものか」（r企業会
　計』中央経済社）1963年12月号。
く2）ここで金融的・会計的術策とは何か，簡単に述べておこう。
　　金融的術策とは，産業と銀行の癒着のもとで成立する金融資本がもつ巨大な経済力によってな
　すところの投機的或は詐欺・朧着的な資金調達や利潤獲得の術策をさす。
　　会計的術策とはこのような国民大衆から非難されずにはおかれないかたちでえた巨額の利益を
　大衆の目からごまかすためのものであり，それは会計処理とその報告およびこれらの監査に加え
　これを法と行政で権威づける，利益や財産の操作・隠蔽の術策をさす。
　　以上については下記参照
　　山口　孝　「独占資本の金融的，会計的術策」r経済』，新日本出版社，1974年4月号。
（3｝これについては，筆者の下記の稿でくわしく展開されている。
　　「危機への巨大企業と政府の対応」，第3節「巨大企業の金融的，会計的術策」113頁～121頁。
　大月書店「講座今日の日本資本主義」3巻『日本資本主義の危機の構造』所載。
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ll　商法会計規定改正研究の方法
　ところで，商法における会計規定についての研究は，どのようになされるぺ
きであろうか。
　商法の計算規定はそのたて前として，①企業の合理的経営，②利害関係者と
りわけ債権者の保護を目的とするといわれているω。また，③産業社会の計算
秩序を形成するという点も無視できないであろう。さらに④商法281条以下
「会社の計算」が配当可能利益の算定の体系であることから，利益計算の方法と
しての合理性の如何も研究対象となる。また⑤商法にもとついて計算，表示さ
れる損益計算書や貸借対照表或は附属明細表などは，経営内容の開示の発展過
程としてこれを研究することも可能である。
　本稿では，eg－一にわが国商法が，現段階の日本資本主義のもとにある企業に
関する法であることを前提としている。現段階の日本資本主義は深刻な経済危
機に陥っているが，このなかでとりわけ大企業は独占的高利潤をうるために，
金融的・会計的術策を弄し反社会的行為をくりかえしている企業である。商法
はほとんどの場合，この企業の法であることを前提としている。第二にこれら
の大企業がその資本の集積，集中すなわち資本蓄積のために，どのように商法
を利用し，或は利用しやすく改定しようとしているかの究明が大きな課題であ
る。（もちろん，国民の批判からのやむない譲歩や，国民を幻惑するための若干の譲歩は
なされるであろう）配当可能利益算定の法体系や，経営内容の開示の内容は，そ
のような観点から検討されねぽならない。第三に述べなけれぽならないのは，
筆者にとって商法は，正確な期間損益と財政状態の測定と表示を通じて，大企
業の反社会的な利潤追求を規制し，同時にその社会責任を遵守させる体系とし
て改正されなけれぽならないという科学的で実践的な立場を堅持するものであ
る。だからといってそれは，決して企業の利潤追求を否定するものでもなけれ
ぽ，犠牲にすることを目的とするものでなく，自由経済体制，市場体制を否定
するものでもない②。むしろ真の意味での発展を願うという経済民主主義を擁
護する立場にある。
70　明大商学論叢 （302）
（1）石井照久氏は商業帳簿制度の意味を次のように述ぺておられる。
　　「商業帳簿の制度は現在実際上三つの点で重要な意味を有する。その一は企業，とりわけ会社
　企業の近代的，合理的経営のための計算的基礎を提供することである……その二は，株式会社の
　株主・債権者，とりわけ債権者の保護を強調する商法の立場である。……他方労働，賃金の適正
　な配分の見地から，最近いわゆる『経理の公開』が問題とせられ，この労働関係の面からも商業
　帳簿の公示的意義が重要となってきつつある。その三は，従来におけると同じく課税の資料ない
　し基準としての意義である……」（石井照久r商法総則』（商法1）勤草書房）9頁。と述べられる。
　ここでは①企業の合理的経営，②利害関係者の保護（ここでは消費者が入っていない），③課税
　の基準を商業帳簿制度の意義とされているが，この三つの意義そのものの間に大きな矛盾がある。
　筆老の立場からは，大企業の金融的・会計的術策および減量経営下における中小企業，労働者，
　国民に対する大企業からの各種の被害を最小限にくいとめながら，企業経営を遂行させるための
　法秩序の形成という点に，商法改正の意義を求めている。いわゆる経済民主主義の実現こそが重
　要な課題であり，商法改正はこの点から批判，検討され，あるぺき方向が提言されねぽならない。
②　三枝一雄氏は企業の社会的責任と利潤追求に関して次のように述ぺている。
　　「資本主義体制を前提とする限り，いかにr企業の社会的責任』を強調するにもせよ，そのた
　めに企業の利潤追求を全面的に否定，あるいは犠牲にするということは問題にならないというこ
　とである。経団連はその提言r福祉社会を支える経済とわれらの責任』の中でr市場機能そのも
　のを否定するような論議が一部に行なわれている』と心配し，また財界人の中には，r企業の社
　会的責任』ということが自由主義経済の否定と直結しているかのように受取っている者もある。
　しかし，それは，杞憂に過ぎない。r社会的責任』を肯定する者も一般には自由経済体制，市場
　体制，企業の利潤追求そのものまでは否定していない。また現実にも1970年代前半急速に高ま
　った大企業批判，r社会的責任論』は環境破壊，買い占め，売り惜しみ，便乗値上等々の反社会
　的な方法での利潤追求を批判したのであって，必ずしも適正利潤を前提にしての批判ではなかっ
　た」（三枝一雄r企業の社会的責任について』別冊r法律論叢』，明治大学法律研究所，明治大学
　法学部創立100周年記念論文集，187頁）。
皿　今次商法改正と関連しての62年計算規定改定の意義
つぎに今次商法改正に関連しての62年（昭和37年）における商法計算規定改
正の意義について述べておかなければならない。
　62年改正は迫りくる自由化にそなえて，大企業の経営基盤の強化，すなわち，
大企業の資本蓄積をいっそう容易にする役割を果すという本質を持つものであ
った。また，1949年，経済安定本部企業会計制度対策調査会中間報告として
まとめられたわが国企業会計原則との調整という大義名分もあった。さらに金
融資本の要請として日本の産業社会の計算秩序を整備するという必要もあっ
た。
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　この改正によって，
　（1）資産評価について時価以下主義を原価主義に全面改正した。
　②　低価主義をとり入れた。
　（3）資産価値が下落し「回復不能」のさい時価を強制したω。
　（4）固定資産の償却について「相当の償却」（34条の2）の規定をもうけ償却
　　費計上のさいの操作可能性を許した②。
　㈲　繰延資産を擬制資産とし，その償却を促進させた（これとの関連で配当制
　　限の規定をおいた）。
　（6）287条2項に利益留保の性質をもつ引当金（特定引当金）を導入し，利益
　　操作とこの方法による資本蓄積を認めた。
などが主要な改正点である。
　そして他方
　（7）「企業会計原則」は，会計処理のさいの重要な原則として　「継続性の原
　　則」を一般原則のうえにかかげているが，商法はこれを法になじまないも
　　のとし，法務省令で，評価の方法その他の会計処理の方法を変更したとき
　　は，その旨及びその変更による増減額を貸借対照表又は損益計算書に注記
　　すれぽよいこととした。しかもこのさい変更が軽微なぽあいは以上も必要
　　ないとした（「省令」第3条）。
　以上の商法改定は，冒頭で述べたように，大企業の期間利益の操作，とりわ
け利益の隠蔽的蓄積に大いに役立つものであった。特にこの改定は，多くの点
で企業会計原則の計算構造や表示形式と異るものをもっていた。すなわち，改
定商法は，企業会計原則によって表明されている「損益法」思考へ歩みよりを
示しながらも他方で債権老保護のための財産計算とそれの期間損益計算への適
用形態である「財産法」構造を温存したいわぽ混合体系ないし二元論をとって
いる（3）。さらに商法287条2項に規定する引当金にいたっては，明らかに利益
処分の結果として行なわれる積立金に類するものまで計上を許容するものであ
り，大住達雄氏をして「企業にとりこれほど都合のよい規定はなく……（4｝」と
いわしめるものであった。
72　明大商学論叢 （304）
　表示形式においても，長期前払費用，特定引当金，法定準備金などについて
は，その計上方法について程度の差こそあれ，差異を残すことになった。太田
哲三氏をして「こんな結果になるならぽむしろ商法改正をしなけれぽよかった
のではないかと思う。……しかし今となってはそれは返えらぬ愚痴に過ぎない
のである｛5〕」と慨歎せしめたのもこれであろう。
（1）資産評価の原則として①原則として原価主義，②選択適用としての低価主義，③時価が著しく
　低く，回復不能のさいには時価主義の強調という，いわぽ原価以下主義ともいうべき評価規定を
　おいたことは資産の過少評価＝期間利益の過少表示に途を開くものであった。
②　法務省の味村治氏も固定資産の償却年数や残存を途中で変更することも，その旨注記をすれば
　違法とはならないという解釈を当時示している（味村治「株式会社の貸借対照表及び損益計算書
　に関する規則の解説」r企業会計』63年5月号98頁参照）。
（3）黒沢清氏は「商法改正案にあらわれた計理思想は，財産法と損益法との混合体系であり，前者
　から後老への過渡的段階を示すものであるといいうると思う」（同「商法の改正と会計原則）r産
　業経理』62年3月号11頁）と述べられている。「過渡的段階」という認識についてはやや早急な
　結論と思われるが，混合体系という点については同調したい。
（4）大住達雄「商法改正と会計処理の実務」r産業経理』72年4月号72頁。
（5）太田哲三「貸借対照表および損益計算書の決定様式」，r企業会計』63年5月号，132頁。
N　今次商法改定と関連しての1974年会計規定改正の意義
1974年（昭和49年）の商法会計規定改正は次のようなものであった。
（1）監査役の業務監査権の是認と資本金5億円以上の大会社に対する会計士
　監査の導入
?????（?
（?
（?
（?
（
（7）
「公正なる会計慣行を斜酌すべし」という包括規定の導入
財産目録の廃止
総則において時価以下主義から原価以下主i義へ評価基準の変更
監査報告書の内容の明定
中間配当制の導入
監査特例法の制定
　これにより資本金5億円以上（当分の間は資本金10億円以上）の会社に会計士
による商法上の会計監査が実施されることになった。しかしこの監査は，企業
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会計原則にもとつく適正監査ではなく，商法に違反していなけれぽ適正である
とする適法監査であった。
　この改正で監査役は会計監査のほか，業務執行についての監査（業務監査）を
行うこととなった。すなわち「取締役の職務遂行に関し，不正の行為又は法令
もしくは定款に違反する重大な事実ありたるときは其の事実」（281条の3，②，8）
について監査し，報告することになっている。監査役は株主総会で選任および
解任されることになっているが，株主総会が大株主（主として金融機関）の手に
握られている現在，この資本に対抗して正当な業務監査を実施することは不可
能といってよい。
　この改正後，大蔵省企業会計制度審議会は「公正なる会計慣行」とは，企業
会計原則であるとし，このことから商法と矛盾しないかたちに，企業会計原則
が修正されるにいたった。1974年の修正会計原則がこれである。
　これにより，企業会計原則では（1）総額主義の後退，（2）重要性の原則の強調，
（3）負債性引当金の拡大，（4）特定引当金の実質的な是認などがなされた。総額主
義のうち売上高や仕入高を，総額で表示しなくともよいこととしたため，売上
戻り・値引や，仕入戻し・値引という企業の取引力を示す重要な会計資料が表
示されなくなったω。重要性の原則の強調とは「重要性の乏しいものについて
は，本来の厳密な会計処理によらないで他の簡便な方法によることも正規の簿
記の原則に従った処理として認められる」（79年改正注1）というものであり，
この原則を強調することにより，いっそう期間損益操作の可能性を拡大した②。
　さらに負債性引当金については，63年会計原則が納税引当金，修繕引当金
（以上流動負債に属するもの，とされている），退職給与引当金，船舶等の特別修繕
引当金（以上固定負債に属するものとされている）をあげている。これは74年修
正会計原則では，製品保証引当金，売上割戻引当金，返品調整引当金，賞与引
当金，工事補償引当金，退職給与引当金などがこれに該当するとし，負債性引
当金の範囲をいちじるしく拡大したのである（3）。
　さらに74年会計原則では注解14を新設し，旧商法287条の2によって設け
られる引当金と調整をはかるために，「負債性引当金以外の引当金について」
74　明大商学論叢 （306）
の項を設け，これの財務諸表への表示方法を規定している。これらの改正によ
りわが国企業会計原則はその一般原則にうたう真実性の原則や明瞭性の原則か
らいっそう遊離することとなった。すなわち，会計処理，証取監査，企業会計
に関係ある法律の制定改廃の基準としての会計原則から商法の計算規定の解釈
指針ないし商法監査の基準と堕してしまったのである。
（1）総額主義の後退は1963年改定企業会計，「原則では売上高の総額表示」という見出しのもとで
　「売上高は，総額主義の原則に従い，総売上高から売上値引，戻り高等を控除する形式で純売上
　高を表示する」（損益計算書原則3，c）と規定されていたものを64年改正で全文削除している。
（2）筆者は，この「重要性の原則」というタイトルに不信をいだいている，74年会計原則注解1の
　内容に即していえぽそれは「重要性の原則」ではなくして「簡便性の原則」と名付けられなけれ
　ばならないものである。
③　負債性引当金の範囲を拡大したという意味は，たんにその例示数を4個から6個に拡大したと
　いう点のみでない。負債性引当金に該当する引当金概念の拡大もそこではなされている。すなわ
　ち63年会計原則では，単に「引当金には評価勘定に属するものと負債的性質をもつものとの区
　別があるが……」（注解6）と述べているのに対し，74年企業会計原則では負債性引当金の性質
　を「将来において特定の費用（又は収益の控除）たる支出が確実に起こると予想され当該支出の
　原因となる事実が当期においてすでに存在しており，当該支出の金額を合理的に見積ることがでー
　きる場合には，その年度の収益の負担に属する金額を負債性引当金として計上し，特定引当金と
　区別しなければならない。……負債性引当金は，金額は未確定であるが，その支出は確実に起こ
　ると予想されるものであるから，偶発損失についてこれを計上することはできない」（傍点筆者）
　と述べている。すなわち，ここでは，予想により，金額が未確定であっても負債的性質をもつと
　されているのである。
V　今次改定の発端となる二つの付帯決議と政・
　　財界の緊急改正要望事項
　74年の「商法改正案」の成立過程について，大住達雄氏は次のように述べて
いる。
「昭和48年3月，第71国会に提出された商法改正案およびその関連法律案は，
7月3日に衆議院で可決された後，参議院で足踏状態を続け，国会会期末寸前
までその成否がわからなかったが，9月26日の参院法務委理事会で継続審議と
決定，次期国会において引き続き審議することになっていた。
　商法改正および関連法は，第71国会では，成立しなかったが，昨年末に開；
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会された第72回国会では，参議院法務委員会で審議が続けられ，今年にはい
って2月21日法務委員会で修正可決され，衆議院に送付された。そして衆議院
法務委員会で再び審議が行なわれ，3月12日に同法務委員会で可決，そして3
月19日に衆議院本会議で可決成立となったω」と。
　周知のように，74年改正商法の成立時は，日本経済の大きな変動期であっ
た。73年に入り，春には原油が2倍に上り，さらに秋から冬にかけて約2．4倍
値上りし，原油割当の削減のなかで日本の原油4倍高経済という，かつて予想
もしない状況にかかわることとなっている。秋には灯油，洗剤，トイレット・
ペーパーなど民生用品の売り惜しみと暴騰があり，消費者はそれらを求めて走
りまわらざるをえなくさせられている。とくに石油を原燃料とする製品を中心
に仮需要も大きくふくらんで，異常な物価上昇，物不足が生じており，パニッ
クとインフレーションが同時並行的に生じたのであった②。
　73年改定が紆余曲折を経て成立した背景にはこのような経済的事情があっ
た。したがって，衆議院法務委員会は，10項目にわたる附帯決議を行なって
いるが，その第1，第2の項目として，
「一　会社の社会的責任，大小会社の区別，株主総会のあり方，取締役会の構
成及び一株の額面等について所要の改正を行なうこと。
　二　会計監査人の独立性を確保するため，その選任方法等について適切な方
途を講ずること」をあげざるをえなかった③。
　参議院については，
「一　現下の株式会社の実態にかんがみ，小規模の株式会社については，別個
の制度を新設してその業務運営の簡素合理化を図り，大規模の株式会社につい
ては，その業務運営を厳正公正ならしめ株主，従業員及び債権者の一層の保護
を図り，併せて企業の社会的責任を全うすことがでぎるよう，株主総会及び取
締役会制度等の改革を行うため，政府はすみやかに所要の法律案を準備して国
会に提出すること」（傍点筆者）ω。
　以上の衆・参両院の附帯決議において，問題となるのは，衆議院法務委員会
での決議が1973年7月3日になされ，参議院法務委員会での決議が翌年（1974
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年）の2月21日になされ，この間7カ月の「ズレ」のあることが第1である。
　第2に衆院決議においては，会社の社会的責任を冒頭にあげ，次に大小会社
の区別をあげているのに対し，参院決議においては，大小会社の区別を第1に
あげ，次に「大規模の株式会社については，その業務運営を厳正公正ならしめ，
株主，従業員及び債権者の一層の保護を図り，併せて企業の社会的責任を全う
することができるよう……」と述べられていることである。
　この時期のズレと，表現の差異を機縁として1975年6月12日法務省民事局
参事官室が行なった「会社法改正に関する問題点」についての各界への意見照
会について，社会的責任をどう法改正にとり入れるかについて，これを一般規
定として明文化するか，個々の制度を改善することを通じて企業が社会的責任
を果たすことを期待するという方向で検討するか，という意見照会を行い巧み
に意見誘導を行なうにいたるが，これについては後の議論にゆずりたい（5）。
　ここでは，衆・参両院とも，企業の社会的責任と，大小会社の区別を法制化
することが，次の法改正にとって最も重要であるとしていることに注目をはら
っておかなけれぽならない。さらにここでいう社会的責任とは，従業員，下請
企業，消費者，地域住民など，直接企業に資本を提供しない利害関係者に対す
る責任をさすことも明らかである。
　竹内照夫氏は「社会に対する企業の法的責任」とは何か，この場合の「社会
とは何か」と問題提起を行い次のように述べている「従来の会社法は一十分
に実効性があったか否かは別として一株主や債権者の保護に心を配ってきた。
従って，ここでr社会』という場合には株主や債権者よりもっと広い社会の各
層，具体的には，従業員，下請企業，消費老，地域住民，さらには国民とか人
類一般などを考えているのであろう⑥」と述べておられる。国民とか人類一般
という抽象的な概念を除けば，筆者と社会的責任の相手方について一一ikするの
である。
　さきにも述べたように，1974年改定が成立したのは3月19日であった。法
制審議会商法部会はその年の6月19日には会合を開き，会社法全面改正の方針
を改めて確認したうえ，そのための機構をつくることを検討している（7）。　とこ
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うがその席上で，日本経済団体連合代表から次のような13項目にわたる緊急
改正要望事項が出されている。
　経団連は会社法の全面改訂は商法部会の作業が終って国会で成立するまでに
数年はかかるとみ，このため，当面，緊急に改正する必要があるとみられる点
をまとめて関係各方面に働きかけることにしたのである。
「1．　会社分割に関する商法の規定を創設する。
　2．　自己株式の保有制限を緩和する。
　3．　社債発行限度を撤廃ないし引き上げるとともに，株式買い取り権付社債
　の発行に関する商法の規定を設ける。
　4．額面・無額面株の相互転換を会社の意思によって一斉に行うことができ
　るようにする。
　5．　マイクロ写真およびコンピュータによる商業帳簿，株主名簿，社債原簿
　ならびに営業に関する重要書類などの作成，保存を認める旨，明文化する。
　6．　単位株制度を創設する。
　7．　長期間不明株主の株式処分を合理化すると共に零細株券などの再発行手
　続きを簡素，合理化する。
　8．株主名簿の閲覧騰写請求権に一定の制限を課す。
　9．株式配当は株主総会の普通決議によって行うことができるようにする。
　10．臨時巨額の損失（天災などによるものに限る）の繰り延べを認めるととも
　に，公共分担金などを繰り延べ資産として計上できるようにする。
　11．会社の役員，従業員に株式買い受け選択権を与えることができるように
　する。
　12．連結財務諸表を商法上で制度化する。
　13．株式の最低額面を引き上げるか撤廃する（8｝。」
　しかしこのうち連結財務諸表の商法上での制度化については，財界で異議が
あったらしく早くも同年7月25日に開かれた経団連の商法問題懇談会（座長金
子佐一郎）において，問題があるとして取り上げないこととされている（9）。
　なお7月25日，経団連の商法問題懇談会には証券業界から，次の要望事項が
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提出されていることも注目しなけれぽならない，それは，
　1．　無額面株式への移行をスムーズに行うため，額面株式と無額面株式の相
　互転換を簡単に行えるようにする。
　2．　社債発行限度額を拡大するとともに，株式買い取り権付社債の発行につ
　いての規定を設ける。
　3．従業員持ち株制度を推進するため，自社株保有の制限を緩和する。
　4．株式配当を株主総会での普通決議で行えるようにする。
　5．商業帳簿としてコンピュータの磁気テープ，マイクPフィルムを法律で
　認めるようにする。
というものであった⑩。
　以上の経団連の行動は，経団連が，企業の社会的責任を前面にかかげての全
面改定を望まず，大企業にとって，要望されるところのものを，緊急，部分的
に改正しようと意図しているのであるao。経団連，或は証券業界の要望するこ
れらの項目の詳細な分析は，別の稿に譲らねばならないが，それは，大企業に
とって，資本調達を一層容易にし，経営者の経営権を一層強化する反面，大衆
零細株主の既得権を剥奪ないし縮小する内容のものであり，勿論，企業の社会
的責任のどのような法制化についてもふれることのないものであった。
（1）大住達雄「商法改定の概要」，r別冊税経通信』1974年12月10日発行。
（2）山口孝「危機への巨大企業と政府の対応」111頁。
③　衆議院法務委員会の「商法の一部を改正する法律，株式会社の監査等に関する商法の特例に関
　する法律及び商法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律に対する
　附帯決議」の全文は次のようである。「わが国の株式会社の現状にかんがみるとき，商法等の改
　正を要する問題が少くなく，今回の改正をもってしてもその十分な実効をあげることは困難であ
　る。
　　よって政府は次の点について早急に検討すべきである。
　L　会社の社会責任，大小会社の区別，株主総会のあり方，取締役会の構成及び一株の額面金額
??等について所要の改正を行うこと。会計監査人の独立性を確保するため，その選任方法について適切な方途を講ずること。
商法の運用については，政府各行政機関において連絡を密にしその適正を期すること。
監査法人の育成・強化を図る反面，個人たる公認会計士の業務分野についても行政上適正な
　措置をすることとし，もって活動分野の調整をはかるものとすること。
??
監査法人は，その社員が税務書類の作成などの税務業務を行なっている会社について，本法
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　　の監査業務を行なわないよう規制すること。
　6・休眠会社の整理に当たっては，事前に十分なPRを行なう等，慎重に措置すること。
　7．「企業会計原則」の修正が租税に大きな影響をもたらすこととなるときは，租税法律主義に
　　反しないよう必要な手続をとること。
　　　また同原則の修正に当たっては，より真実の財務内容の公開という目的に合致するよう留意
　　すること。
　8．商業帳簿等としてマイクロフィルムを一定の条件の下に認めること。
　9．学校法人等公益的な性格の法人について公認会計士の監査対象とするよう速かに措置するこ
　　と。
　10．会計帳簿の作成について零細な商人に複式簿記を強制しないよう行政指導すること」
（4＞参議院法務委員会附帯決議の全文は次のようである。
　「1　現下の株式会社の実態にかんがみ，小規模の株式会社については，別個の制度を新設して
　　その業務運営の簡素合理化を図り，大規模の株式会社については，その業務運営を厳正公正な
　　らしめ，株主，従業員及び債権者の一層の保護を図り，併せて企業の社会的責任を全うするこ
　　とができるよう，株主総会及び取締役会制度等の改革を行うため，政府は，すみやかに所要の
　　法律案を準備して国会に提出すること。
　2　監査法人は，その社員が税務代理，税務書類の作成及び税務相談を行なっている会社につい
　　て，本法の監査業務を行なわないように規制すること。
　3　企業会計原則は，企業の財政状態及び経営成績について真実公正な財務諸表を作成公示する
　　ための基準であるから，修正については，その目的に反することのないよう配慮すること。
　　右決議する」
（5）「会社法改正に関する問題点」は企業の社会的責任について，
　「いわゆる企業の社会的責任に関する論義の一環として，株式会社法においてもこの問題をとり
　入れて法改正をすぺきであるとする意見があるが，株式会社法の体系において，この問題をどの
　ように取り扱うのが相当か」と問題提起した上で，「例えぽ」として，「L株式会社法中に，会
　社の社会的責任に関する一般規定として，取締役に対して社会的責任に対応して行動すぺき義務
　を課する明文の規定を設けること等を検討すべきであるとする意見があるが，どうか。設けると
　すれぽ，具体的にどのような規定が考えられるか。
　2．企業の社会的責任については，これに関する一般規定を設けることよりも，むしろ現在の株
　式会社法の個々の制度の改善を図り，それを通じて，企業が社会的責任を果たすことを期待する
　という方向で検討すべきであるとする意見があるが，どうか」（「会社法改正に関する問題点」19
　75年6月12日，法務省民事局参事官室）と企業の社会責任の条文化について第2の方法を例示す
　ることによって意見誘導を行なっている。
⑥　竹内照夫「企業の社会的責任に関する商法の一般規定の是非」，商事法務研究会r会社法根本
　改正の論点』1976年3月10日刊所載147頁。
⑦　三枝一雄「昭和56年商法改正過程の研究」（上）『法律時報』53巻10号，12頁）。
（8）　日本経済新聞，1974年7月1日。
⑨　三枝一雄前掲論文，13頁。
⑩　日本経済新聞，1974年7月25日。
80　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （312）
qD三枝一雄氏は前掲論文中においてこのことを次のように述べている。
　「この段階ではもちろん会社法全面改正の方針は当然のこととされているが，経団連の緊急改正
　要望事項はすでに，その限りでの部分改定を求めているのであり，後の会社法全面改正方針の変
　更を暗示している」（前掲書，13頁）と。
M　おわりに
　以上81年商法会計規定改定研究の諸前提を述べた。
　商法の会計規定は1974年までに会計監査に関する規定を含めて，大企業本
位に，反動的に完成している。だからこそ，日本の会計研究者は，批判的会計
学老はもちろん，通用の立場にある伝統的会計学者の多くまでが，これに対し，
鋭い批判と，改善要求をかかげたのである。それは商法287条2項の引当金の
規定や，商法における継続性の原則の無視などについての論義に典型的に示さ
れることはいうまでもない。
　さらに，日本の商法は，業務報告書や附属明細表の開示内容を示さず，各企
業の慣習にまかされてきた。すでに西ドイツ株式会社法の第160条では営業報
告書の内容が規定されておりω，フランスにおいても，労働法にもとつくビラ
ン・ソシァール（bilan　social）によって，年次報告書に労働報酬，労働条件が
詳細に掲記されることになっている②。イギリスにおいても，企業の社会的責
任をいかに年次報告書に盛込むべきかについての諮問がなされ討議が活発に行
われている③。まさに，企業の経理内容をその社会的責任を明らかにするため
に積極的に開示するのは，先進資本主義国にとっての趨勢となっているのであ
る。
　先進資本主義国の制度会計は，マクロ的にこれを見るならぽ，
　（1）債権者保護
　（2）投資家保護（とりわけ大衆・零細株主）
　（3）出資者以外の利害関係者の保護（企業の社会的責任）
と，経営権確立との対立・抗争（いかに制度化するか，制度化しないかの）の結果
である，といってよいであろう。資本主義の発展はいや応なしに，資本主義の
矛盾を激化させ，日本でも，今日の経済体制の危機を招いている。こうした中
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で，企業の社会的責任の追求と制度化は，大きな歴史の流れとして，商法にそ
の課題として，解決を迫っているのである。
　したがって，商法会計規定の研究は，この間にあって大企業の資本蓄積を促
進する方向に整備されたそれの性格を具体的に明らかにすると共に，より合理
的な諸規定に改善させる方向を明示するものでなけれぽならない。さらに，企
業の社会的責任を明示する方向での必要な経理内容の開示を積極的にすすめる
方向でなされなければならないのである。
（1）もっとも160条に規定する営業報告書の内容には，いわゆる社会責任に関する規定は盛り込ま
　れていない。しかしその立法過程において「従業員，労働安全および災害保護の変動」を第1項
　第2文に加えることを動議として提案しているが，これを「そのような記載は営業報告書には属
　さない」と経済委員会，および法律委員会で拒絶され，法制化されなかった。（慶応義塾大学編
　『ドイツ会社法』302頁。）
（2）これについては下記参照。
　伊藤秀俊「フランスにおける社会貸借対照表の研究」r明治大学大学院紀要』第18集。伊藤秀俊
　「会計情報公開制度と労働組合一フランス社会責任会計制度を通して一」r賃金と社会保障』
　No．821，81年7月上旬号
③　これについては，根津文夫「イギリスにおける労働組合への会計情報開示に関する研究」r明
　大商学論叢』第63巻第4号参照。
（An　Introduction　to　Study　on　Company　Accounting　and　Disclosure　in　New　CommerciaIlaw　　　In　Reference　to　the　Accounting　Gimnickry　in　Big　Business．）
